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１．研究の背景と目的
我が国では、障害のある人一人ひとりの希望に応じ
た就職の実現に向け、地域における就労支援ネットワー
クを構築することが求められている。
倉知（2012）は、“雇用への移行支援の特徴は、①生
活支援も必要なこと、②医療との連携が必要な場合も
多いこと、③高い専門性が必要で就業支援のすべてを
一機関だけで行うのは困難が多いこと、④就業支援を
専門に行っている支援機関が少なく、他の支援業務の
合間に行っている機関が多いこと”を挙げ、“双方の
役割、立場、専門性が異なるから連携が必要”であり、
そして、“連携がスムーズに行くために、支援機関ネッ
トワークが必要”であると述べる。
ネットワークを構築する意義は、利用者にとっては、ラ
イフステージを通じて適切な支援が受けられることや、
どの機関を利用しても必要な支援に結びつくことがで
きることが、また、支援者にとっては、効果的な役割
分担が可能になることが挙げられる（福祉、教育等と
の連携による障害者の就労支援の推進に関する研究会，
2007）。
（１）就労支援ネットワークの概念と分類
ネットワーク構築という概念について、ジョブコー
チネットワーク（2009）は、“非常に抽象的な概念であ
り、枠組みや機能により、いくつもの分類が可能である。
この枠組みや機能をどのように捉えるかも重要である”
と指摘する。このような中、ネットワークに関する概
念整理がなされてきた。
松為（2014）は、機関が相互に連携するためのネットワー
クは、「支援者レベル（ミクロネットワーク）」「機関の管理
職レベル（メゾネットワーク）」「行政機関・団体レベル（マ
クロネットワーク）」の重層構造で構築することが望まし
いこと、そして、これらのネットワークは不可分の関係
にあると述べる。また、支援者レベルから連携を始めた
としても、その形成や発展の過程を通して、管理職レベ
ルや行政・団体レベルでの連携の構築を志向することが
重要であると述べる。
ジョブコーチネットワーク（2009）は、松為が推奨
するネットワークの多重構造について取り上げた上で、
現場の支援従事者の視点から、支援者レベルについて
は、「ケースを通しての連携」、機関の管理職レベルに
ついては、「継続的な機関連携」、行政機関・団体レベ
ルについては、「政策形成に向けての連携」との解釈を
行っている。その上で、ケースを通しての連携がほと
んど行われていない地域では、継続的な機関連携や政
策形成に向けての連携も機能しないこと、一方で、政
策形成や機関連携が機能している地域では、ケースを
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通しての連携が活発であろうと述べる。
これらの先行知見から、就労支援ネットワークの構
築にあたっては、継続的な連携が可能となるようシス
テム化すること（マクロネットワーク）が重要であり、
それは、支援者レベルの連携（ミクロネットワーク）
の充実にもつながることが分かる。
（２）就労支援ネットワーク構築・維持の要件
障害者の就労支援ネットワークに関する研究は多くは
ないものの、これまでに、ネットワークの構築やその維持
に向けた要件の理論的検討や事例的検討が行われてきた。
松為（2014）は、障害のある人の働きたいというニー
ズに応える上では、「支援対象者のニーズが明確になっ
ていること」「支援者は自己の提供できるサービスを明
確にすること」が前提になると述べる。その上で、利
用者のニーズに即応できる体制を構築するためには、
ネットワークの構築に向けた要件として、「ネットワー
クの目的や目標の共有化」「支援対象者や社会資源など
の情報の共有化」「支援ネットワークを構成する機関の
役割分担の明確化」が必要になると述べる。
ジョブコーチネットワーク（2009）は、先駆的にネットワー
クを構築した地域の事例の分析を通し、ケ スーを通して
の連携がより機能するための活動として、支援者は、「制
度（改正）の学習」「地域の各機関の役割（とその変化）
の理解」「事例検討を通した具体的な就労支援ノウハウ
の獲得」「支援者のワークモチベーション維持のための交
流」などを積極的に展開していることを挙げる。
これらの先行知見から、就労支援ネットワークの構
築・維持にあたっては、ミクロネットワークからマク
ロネットワークまで、連携に必要な意識や知識、情報
の「共有」を行うことが、鍵となることが分かる。
（３）発達障害者の就労支援ネットワーク
構築の意義
近年では、発達障害など、従来の就労支援手法では対
応が難しい者の増加に伴い、障害特性に応じたネット
ワークを構築することの有効性についても指摘されて
いる（地域の就労支援の在り方に関する研究会，2012）。
この理由としては、発達障害者の場合、長年、通常教
育制度内（小中学校の通常学級など）に在籍していた
者が、就労段階での挫折をきっかけに初めて自らの障
害に気づくケースや（例えば、鈴木・古屋，2011；西
村・中井，2011）、その後、障害者手帳の取得に際し心
理的抵抗を抱えるケースなど（例えば、障害者職業総
合センター，2013a）、特別支援学校を卒業し障害者手
帳を取得していることが前提となる知的障害や身体障
害のある利用者に対する支援とは異なる側面を持つこ
とが挙げられる。また、“発達障害者の多くは、一見自
立度が高く見えがちである。周りから「当然できるだ
ろう」「わかっていて当たり前」などと思われることも
少なくない。しかし実際は経験不足やイマジネーショ
ンの苦手さから獲得したスキルがかなり限定的にしか
機能しないことがよくある”と指摘されるように（加
瀬ら，2009）、その障害の分かりにくさも、従来の障害
者像とは異なる側面として挙げられよう。
（４）発達障害者の就労支援ネットワーク
構築の課題
発達障害者の就労支援を行う機関としては、発達障
害者支援法では、ハローワーク、地域障害者職業セン
ター、障害者就業・生活支援センターが挙げられてお
り、これらの機関と社会福祉協議会、教育委員会等の
連携が重要となることが規定されている。また、同法
では、発達障害者支援センターの業務の一つに就労支
援があることが規定されている。よって、今後は、こ
れらの機関が効果的かつ柔軟に連携・役割分担し、発
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達障害のある利用者のニーズに適切に対応可能な就労
支援ネットワークを構築することが望まれている。
しかし、これまで障害者の就労支援ネットワークの
構築に向けた課題として、地域によっては、支援機関
の量や就労支援の質の格差が大きいこと、役割分担や
連携が不十分なこと、ネットワークが十分に構築されて
いないことが指摘されており（福祉、教育等との連携
による障害者の就労支援の推進に関する研究会，2007）、
同様の問題が、発達障害者の就労支援ネットワークの
構築に際しても生じていることが推測される。
このような中、これまで、発達障害者の就労支援ネッ
トワークを構成する機関間の連携上の課題について、網
羅的に把握した研究は乏しい。今後は、機関連携の課
題を「共有」する上でも、これまで指摘されている課
題を網羅的に整理することが必要であると考える。
さらに、機関連携の課題の整理は、ネットワークの構築・
維持に向けた要件の視点から行われることが望ましい。
機関連携の課題とネットワークの構築・維持に向けた要
件を関連付けることができれば、「地域では、どのよう
な連携上の課題が生じ、また、それにより、就労支援ネッ
トワークの構築やその維持にあたり、どのような問題が
生じているか」について、把握を試みることができる
と考えられる。ただし、そのためには、ネットワークの
構築に向けた要件も、機関連携の課題との関連付けが
可能となるよう体系的に整理されている必要があるが、
これまでそのような試みはなされていない。
（５）目　的
以上から、本研究は、発達障害者の就労支援ネットワー
クの構築・維持に向けた基礎的知見を蓄積することをね
らいとし、①障害者の就労支援ネットワークの構築・維
持の要件及び、②発達障害者の就労支援ネットワークを
構成する機関間の連携上の課題について整理した上で、
機関連携の課題を障害者の就労支援ネットワークの構築・
維持の観点から考察することを目的とする。
なお、本研究では、②の課題の整理にあたり、発達
障害者の就労支援ネットワークを構成する主要機関で
ある、「地域障害者職業センター」「障害者就業・生活
支援センター」「発達障害者支援センター」に着目した。
地域障害者職業センターは、地域の職業リハビリテー
ション注1）の中核機関として、各都道府県に設置されて
いる（2016年６月現在：52か所）。その役割としては、
発達障害を含めた就職の困難性の高い障害者への職業
準備支援等の専門的支援や、地域の就労支援を担う人
材育成、関係機関への助言・援助等が求められている（地
域の就労支援の在り方に関する研究会，2012）。しかし、
広域レベルでの設置であることから、遠隔地に住む利
用者への対応が難しいことなどが想定される。
障害者就業・生活支援センターは、身近な地域で、障
害者全体の就業とこれに伴う日常生活、社会生活上の
相談・支援を一体的に行う機関であり、2002年の障害
者の雇用の促進等に関する法律の改正により、都道府
県の障害保健福祉圏域への設置が進められてきた（2016
年４月現在：328か所）。就労支援ネットワークの構築
にあたっては、相談から就職準備、職場定着に至るまで、
個々の利用者に必要な支援をコーディネートするなど、
中心的な役割を果たすことが求められている。しかし、
障害者全体の就業から生活まで幅広いニーズに対応す
る必要がある中、発達障害等、従来の手法では対応が
難しい新たな利用者への支援ノウハウが不足している
ことなどが想定される。
発達障害者支援センターは、名前の通り発達障害に
特化して、発達障害者やその家族等に対する相談支援、
発達支援及び就労支援、関係機関への情報提供や研修
等を行う機関であり、2005年の発達障害者支援法の施
行以降、都道府県・指定都市レベルで設置されてき
注1）　「障害者の職業リハビリテーション及び雇用に関する条約（第159
号）」では、職業リハビリテーションの目的は、障害者が適当な職業
に就き、これを継続しおよびその職業において向上することを可能に
し、それにより障害者の社会における統合又は再統合の促進を図るこ
とであると定義されている（日本は1992年６月に批准）。
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た（2016年５月現在：87か所）。就労支援ネットワーク
の構築にあたっては、積極的な関与が期待されている。
しかし、幼児期から成人期まで幅広い相談に対応する
必要があり、就労支援はその一部であることから、就
労支援にかかるマンパワー不足があることや、広域レ
ベルでの設置のため遠隔地に住む利用者への対応が難
しいことなどが想定される。
２．研究方法
（１）文献研究
本研究の方法は、文献研究とした。文献から、「Ⅰ障
害者の就労支援ネットワーク全般の構築・維持の要件」
に関する知見、「Ⅱ発達障害者の就労支援における機関
連携の課題」に関する知見をそれぞれ抽出した。そして、
それらの知見を用いて、①ネットワークの構築・維持
に関する要件の類型化、②①の要件に対する機関連携
の課題の関連付けを行った。
文献収集にあたっては、発達障害者支援法施行後の
2005年４月から2015年12月までに公表された文献を対
象とし、データベース検索及びハンドサーチを行った。
データベース検索では、CiNii Articles及び、厚生労働
科学研究成果データベースを利用した。検索キーワー
ドは表１の通りである。
ハンドサーチは、独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構　障害者職業総合センター研究部門が発
行する研究報告書及び、国立障害者リハビリテーショ
ンセンター　発達障害情報・支援センターで紹介され
ている研究資料、日本職業リハビリテーション学会発
行の書籍を対象とした。その他、職業リハビリテーショ
ンを専門とする研究者から紹介を受けた文献を含めた。
文献の選定基準は、「Ⅰ障害者の就労支援ネットワー
ク全般の構築・維持の要件」については、当該内容が「理
論的検討又は事例的検討を踏まえ論じられているもの」
とした。「Ⅱ発達障害者の就労支援における機関連携の
課題」については、「発達障害者の就労支援を行う上で
主要な機能を果たしていると考えられる、地域障害者
職業センター、障害者就業・生活支援センター、発達
障害者支援センターに属する支援者の関係機関との連
携上の課題に関する意見が報告されているもの」とした。
なお、①ネットワークの構築・維持に関する要件の類
型化にあたっては、職業リハビリテーションを専門とす
る４名の研究者が内容及び表現の妥当性について検討
した。また、②①の要件に対する機関連携の課題の関
連付けにあたっては、職業リハビリテーションを専門と
する２名の研究者が内容の妥当性について検討した。
表１　検索キーワード
文献の種別 検索条件
Ⅰ　ネットワーク
の構築・維持の要
件に関する文献
「障害」 and 「就労 or 就業 or 就職」 
and 「ネットワーク」
Ⅱ　発達障害者の
就労支援における
機関連携の課題に
関する文献
「障害者職業センター」 and 
「発達障害」
「障害者就業・生活支援センター」 and
「発達障害」
「発達障害者支援センター」 and
「就労or 就業 or 就職」
（２）用語の定義
本研究における用語の定義は以下の通りとする。
ａ．就労支援ネットワーク：利用者のニーズに応える
ために、地域の様々な関係機関に属する支援者が
効果的かつ柔軟に連携し協働するために必要とな
る、機関間の「つながり（関係性）」のこと。個別
的（ミクロ）なものから広域的（マクロ）なもの
まである（図１）。
　 〈ミクロネットワーク〉…「支援者レベル」での連
携システムであり、個別の支援を通じたインフォー
マルまたはフォーマルなネットワークである。ケー
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ス会議等で利用者の支援について協議・調整する。
　 〈メゾネットワーク〉…「機関レベル」での連携シ
ステムであり、各機関の管理者が連携するフォー
マルなネットワークである。機関連携のルール等
を協議・調整する。
　 〈マクロネットワーク〉…「行政レベル」での連携
システムであり、行政や関係団体が加わり、地域
全体で連携するフォーマルなネットワークである。
社会システムの構築に向け、地域のネットワーク
のあり方や政策検討を行う。
 
行政機関レベル 
支援団体レベル 企業レベル 
ミクロ 
ネットワーク 
支援者レベル 
機関の 
管理職レベル 
マクロ 
ネットワーク 
メゾ 
ネットワーク 
システム化
 
松為（2014）及び、ジョブコーチネットワーク（2009） 
を参考に作成
図１　就労支援ネットワーク
ｂ．就労支援ネットワークにおける「連携」：利用者のニー
ズに応えるために、就労支援ネットワーク内の複数
の機関の支援者が協働で支援に取り組むこと。
ｃ．就労支援ネットワークにおける「役割分担」：利用
者のニーズに応えるために、ネットワーク内から
選定され組織されたチームにおいて、各々の専門
性に基づき支援内容を分担して取り組むこと。就
労支援のステップごとに中心的な役割を果たす機
関とそれを支える機関を明確化する必要がある。
３．結　果
（１）ネットワークの構築・維持に関する要件
文献検索の結果、「障害者の就労支援ネットワーク全
般の構築・維持の要件が理論的検討又は事例的検討を
踏まえ論じられている」文献は７件（データベース２件、
ハンドサーチ５件）であり、88の知見を抽出した。
表２　ネットワークの構築・維持に関する文献
方法 著者 （発表年順）
データベース
・松為 （2014）
・近藤ら （2011）
ハンドサーチ
・倉知 （2012）
・ジョブコーチネットワーク （2009）
・小林 （2006）
・崎濱 （2006）
・柴田 （2006）
上記７件の文献から得た知見を、KJ法のカテゴリ化
の手法を参考とし類型化した。その結果、６類型18要
件を抽出した（表３）。なお、各類型は、連携のニーズ
を認識することを契機として、ネットワークを構築し、
維持していくという流れ（ミクロネットワークの構築
からマクロネットワークの構築に向けた流れ）を想定
し、順番に配置した（図２）。
２顔の見
える関係
づくり
３目的・
方針の
共有
４協働支援
の準備
５柔軟な
協働支援
６地域
体制の
強化 １連携の
ニーズ
図２　ネットワーク構築の流れ
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表３　就労支援ネットワークの構築・維持要件について
類型 要件 〈　〉内はカテゴリ化に利用した知見数
１　連携のニーズ
【ミクロネットワーク】
定義：地域の各機関において、利用者のニーズに応えるために、社会資源の選定がなされること
①利用者のニーズを的確に把握する　（主訴や課題等） 〈4知見〉
②利用者のニーズに合った支援機関を的確に選定する　（自機関が「できること」「できないこと」
を明確にし「できないこと」はその支援ができる機関と連携する、支援機関の数も調整する等）　　
 〈10知見〉
２　顔の見える
　　　関係づくり
【ミクロネットワーク】
定義： 地域の関係機関の支援者の顔と名前、その考え方や役割を知ることで、連携に向けた関係づくりが
促進されること
③地域の支援者が、お互いの顔と名前、支援に対する考え方や価値観について知り、連携に向
けた信頼関係を深める 〈9知見〉
④地域の支援者が、お互いの機関の機能や制度上の位置付け、提供可能なサービスと限界につ
いて知り、連携に向けた相互理解を深める　（管轄地域や利用上の手続き、得意・不得意等）　　
 〈14知見〉
３　目的・方針の
共有
【ミクロネットワーク】
【メゾネットワーク】
定義： 地域の関係機関が集まり立ち上げたネットワークの目的や方針、ネットワークでの各機関の役割が
分かることで、連携に向けたコンセンサスが得られること
⑤ネットワークの目的や目標を共有する　（ネットワーク支援の重要性やそのあり方に対するイメー
ジの共有等） 〈3知見〉
⑥ネットワークの運営方法を共有する　（他分野・多職種のキーパーソンからなるネットワークの運
営委員会を組織する、ネットワークで管理する地域の適正範囲を設定する等） 〈5知見〉
⑦ネットワーク内の各機関の専門性を踏まえた基本的な役割分担を整理する　（就労支援の各ス
テップにおける、直接的支援・間接的支援の役割分担を行う等） 〈4知見〉
４　協働支援の
準備
【ミクロネットワーク】
【メゾネットワーク】
定義：地域の各機関において、利用者のニーズに応える協働支援の準備（移行支援等）が確実になされること
⑧利用者を関係機関につなぐ際は、利用者のニーズに応える上で必要となる支援内容や支援機
関について、分かりやすく説明し同意を得る　（利用者にとっての利益・不利益等） 〈3知見〉
⑨利用者を関係機関につなぐ際は、支援にあたり必要となる情報を、利用者の同意を得た上で
確実に引き継ぎ共有する　（面談から得た情報や検査所見等） 〈5知見〉
⑩利用者を関係機関につなぐ際は、新たな環境への適応の難しさや不安感に配慮し、利用者に
必要なフォローアップを行う　（関係機関を利用する上で必要な支援内容やその程度を評価し、一定
期間はかかわりを維持する等） 〈1知見〉
５　柔軟な協働
支援
【ミクロネットワーク】
【メゾネットワーク】
定義：地域の関係機関が協働し、チームで利用者のニーズに応える支援を柔軟に展開していくこと
⑪複数の機関が協働で支援を行う際は、利用者のニーズに応える支援の方針について対等・平
等に話し合い、合意形成する　（経験・年齢・立場などの権威主義を持ち込まない、一人ひとりの支
援者の意見を十分に聴く時間を設ける等） 〈7知見〉
⑫複数の機関が協働で支援を行う際は、利用者のニーズに応じたケースバイケースの対応が可能
となるよう役割分担を調整する　（利用者に対する支援のスピ ドーや、利用者の機関の利用のしやす
さを考慮し、就労支援の各ステップで中心的な役割を果たす機関とそれを支える機関を決める等）
 〈3知見〉
⑬複数の機関が協働で支援を行う際は、各機関で相互補完的な支援ができるよう、各機関での
利用者の様子や支援状況について情報共有する 〈1知見〉
⑭複数の機関が協働で支援を行う際は、各機関との効果的な連携方法を確認しておく　（対面、
電話、FAX、メールなど相手先にとって都合のよい連絡手段を活用し、相手先の業務量を増やさないよ
う配慮する等） 〈2知見〉
６　地域体制の
強化
【マクロネットワーク】
定義：  ネットワーク体制を強化し、地域における就労支援サービスの向上を図っていくこと
⑮ネットワークに関する会議が多数ある場合は、各会議の位置付けとねらいを明確にする　（各
分野がそれぞれ主催する会議に同じような機関が参加していることが多いため、錯綜しないように整理・
調整する等） 〈2知見〉
⑯ネットワークで各機関が必要な役割を果たせるよう、専門性の向上に努める　（機関間の情報
交換を継続し、自機関が絶え間なく変化できることを理解する。情報や知識を自機関に取り入れる等）
 〈4知見〉
⑰ネットワークでの社会資源の開発に向け、地域の人材育成や支援のバックアップを行う　（地
域の関係者にコンサルテーションや研修を行う、技術移転を行う、地域の関係者の変化を見守る等）　
 〈3知見〉
⑱ネットワークのシステム構築を官民一体となり柔軟に取り組む　（地域において先駆的な実践を
推進する。ネットワークが機能するよう課題を把握し改善する。ミクロネットワーク・メゾネットワーク・
マクロネットワークの構築・維持を並行して実施する等） 〈8知見〉
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（２）発達障害者の就労支援における機関
連携の課題
文献検索の結果、「地域障害者職業センター、障害者
就業・生活支援センター、発達障害者支援センターに
属する支援者の関係機関との連携上の課題に関する意
見が報告されている」文献は16件（データベース９件、
ハンドサーチ７件）であった（表４）。　
そのうち全国アンケート調査の結果が報告されてい
る文献２件から38の知見（以下、「調査報告レベル」の
知見とする）注2）、地域の事例報告がなされている文献
14件から30の知見を抽出した（以下、「事例報告レベル」
の知見とする）。前者は、全国の支援者の意見が集約さ
れており、より一般性が高い知見と言える。一方、後
者は、一般性には欠けるものの、地域における具体的
な状況を把握する上で参考となる知見と言える。この
ように、「調査報告レベル」の知見と「事例報告レベル」
の知見は質が異なるため、それぞれ分けて18要件に関
連付けた。これにより、全国的に生じている一般的な
課題（表５）と、その具体例（表６）について把握で
きるようにした。
このうち、本研究では、現場において「認識されや
すい課題」を把握することをねらいとして、「調査レベ
ル」の知見が最も多く関連付けられたネットワークの
構築・維持要件に着目した注3）。また、上記結果に、「事
例報告レベル」の知見を付加することで、課題の具体
例の把握を試みた。
その結果、発達障害者の就労支援における連携上の
注2）　調査報告レベルの２件の文献は、どちらも、「関係機関との連携
の課題」を自由記述にて尋ね、その内容をカテゴリ化し報告してい
た。このうち、山本（2008）の調査は、全国の発達障害者支援センター
（回収率75%…38か所）を対象としたもの、障害者職業総合センター
（2013b）の調査は、全国の地域障害者職業センター（回収率83%…43
か所）及び、障害者就業・生活支援センター（回収率47%…145か所）
を対象としたものであった。
注3）　関連付けられた知見の数は、あくまでも知見の確からしさを確認
するための指標であり、現場において生じている課題事象の多寡を示
すものではないことに注意が必要である。
課題が最も多く関連付けられた要件は、項目②「利用
者のニーズに合った支援機関を的確に選定する」〈９知
見〉であり、連携上の課題として、「診療を依頼できる
医療機関が少ない」「発達障害者に対して適切な支援を
提供できる機関が少ない」「職業リハビリテーションの
場の不足」等が把握された。
次に、項目②について、地域の事例報告から課題の
具体例の把握を試みたところ、「障害者手帳の取得を望
まない人や未診断の状態にある人が利用できる社会資
源が少ない」「長期在宅者の日中活動プログラムや、就
労を希望する方に対する就労準備支援プログラムへの
ニーズが高いが、発達障害の特性に配慮した支援プロ
グラムやその受け皿はほとんどない」「就労移行支援事
業所がたくさんできても実績があまり出ていなかった
り、就労支援にあまり力を入れていなかったりすると
ころもある」等の課題が把握された。
なお、他の要件については、項目⑱「ネットワークの
システム構築を官民一体となり柔軟に取り組む」（８知
見）を除き、関連付けられた課題数は少なかった。参
表４　機関連携の課題に関する文献
方法 著者 （発表年順）
データベース 〈調査報告〉
　・山本 （2008） 
〈事例報告〉
　・武藤（2015）
　・小川（2015）
　・松田（2013） 
　・柴田（2012） 
　・西村・中井（2011）  
　・﨑（2011）
　・新澤（2009）
　・西村（2007）
ハンドサーチ 〈調査報告〉
　・障害者職業総合センター（2013b）
〈事例報告〉
　・若尾（2015）
　・石橋（2014）　
　・加藤（2014） 
　・障害者職業総合センター（2014）
　・障害者職業総合センター（2010）
　・加瀬ら（2009）
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表５　機関連携の課題例（調査報告レベル）
類型 課題例 〈　〉内は関連付けられた知見数
１　連携のニーズ
【ミクロネットワーク】
関連付け方針： 利用者のニーズ把握や社会資源の選定が阻まれている背景や状況を示す知見
①利用者のニーズを的確に把握する
・診断／成人への対応／自己理解支援や障害受容支援　【地域障害者職業センター】 等　〈3知見〉
②利用者のニーズに合った支援機関を的確に選定する
・診断を依頼できる医療機関が少ない　【地域障害者職業センター】
・ 発達障害者に対して適切な支援を提供できる機関が少ない　（自己理解・障害受容を依頼できる支援機関
が少ない等）　【地域障害者職業センター】
・職業リハビリテーションの場の不足／職業準備・訓練の場の不足　【障害者就業・生活支援センター】
 等　〈9知見〉
２　顔の見える
　　　関係づくり
【ミクロネットワーク】
関連付け方針： 連携に向けた関係づくりが阻まれている背景や状況を示す知見
―該当知見なしー
３　目的・方針の
共有
【ミクロネットワーク】
【メゾネットワーク】
関連付け方針： 連携に向けたコンセンサスの形成が阻まれている背景や状況を示す知見
⑤ネットワークの目的や目標を共有する
・連携を拒まれる　【発達障害者支援センター】 等　〈2知見〉
⑦ネットワーク内の各機関の専門性を踏まえた基本的な役割分担を整理する
・ 外部機関からの期待には応えきれないものがある （発達障害の有無についての判断等）　【地域障害者職
業センター】
・ 関係機関の役割が不明瞭なため混乱する （各機関の専門性を活かした役割分担、関係機関との情報共有・
共通認識等） 【障害者就業・生活支援センター】
・丸投げされる　【発達障害者支援センター】 等　〈4知見〉
４　協働支援の
準備
【ミクロネットワーク】
【メゾネットワーク】
関連付け方針： 利用者のニーズに応える協働支援の準備（移行支援等）が阻まれている背景や状況を示す知見
⑨利用者を関係機関につなぐ際は、支援にあたり必要となる情報を、利用者の同意を得た上で
確実に引き継ぎ共有する
・ 他機関との情報共有が課題／支援に対する地域間での温度差がある （支援の引き継ぎ方〔どの時点で、
どの形で、どの役割を〕は支援機関に応じて考える必要がある等）　【地域障害者職業センター】
 等　〈2知見〉
５　柔軟な協働
支援
【ミクロネットワーク】
【メゾネットワーク】
関連付け方針： 利用者のニーズに応える協働支援が阻まれている背景や状況を示す知見
⑪複数の機関が協働で支援を行う際は、利用者のニーズに応える支援の方針について対等・平
等に話し合い、合意形成する
・ 関係機関間で支援方向性・意見が異なる／意見を合わせる必要がある／共通認識を持つまでに時間がか
かる 【障害者就業・生活支援センター】 　〈1知見〉
⑫複数の機関が協働で支援を行う際は、利用者のニーズに応じたケースバイケースの対応が可
能となるよう役割分担を調整する
・介入の範囲・程度が明確化できない　【地域障害者職業センター】 等　〈3知見〉
⑬複数の機関が協働で支援を行う際は、各機関で相互補完的な支援ができるよう、各機関での
利用者の様子や支援状況について情報共有する
・ 各関係機関との情報共有・共通認識、関係機関との日常的な情報交換、関係機関との連絡調整が必要で
あるが、なかなか難しい 【地域障害者職業センター】 等　〈2知見〉
⑭複数の機関が協働で支援を行う際は、各機関との効果的な連携方法を確認しておく　
・ 効果的な連携のための方法を探る　（ケース会議の開催（頻度）、本人を交えたケース会議の開催、問題
が起きた際・緊急時の調整、早期支援・早期介入）  【障害者就業・生活支援センター】 〈1知見〉
６　地域体制の
強化
【マクロネットワーク】
関連付け方針： ネットワーク体制の強化が阻まれている背景や状況を示す知見
⑯ネットワークで各機関が必要な役割を果たせるよう、専門性の向上に努める　
・ 支援方法への戸惑いがある／支援者に対するスーパーバイズが必要／支援者の知識・スキルの問題があ
る （本人の特性理解等）　【地域障害者職業センター】 等　〈3知見〉
⑱ネットワークのシステム構築を官民一体となり柔軟に取り組む
・労働行政と福祉行政の一体的取り組みが必要である　【障害者就業・生活支援センター】
・マンパワーの不足・県域遠隔地への支援が難しい　【地域障害者職業センター】 等　〈8知見〉
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表６　機関連携の課題例（事例報告レベル）
類型 課題例 〈　〉内は関連付けられた知見数
１　連携のニーズ
【ミクロネットワーク】
関連付け方針：利用者のニーズ把握や社会資源の選定が阻まれている背景や状況を示す知見
①利用者のニーズを的確に把握する
・適性職業の紹介が主訴であるものの、具体的な就労支援に移行する前に、診断や障害受容、また職業準備性などを含め
た課題整理を行わなくてはならない方への相談支援の量が増えており、配置する支援職員はその対応に苦慮する場面が
多くなっている【障害者就業・生活支援センター】文献29） 等　〈3知見〉
②利用者のニーズに合った支援機関を的確に選定する
・障害者手帳の取得を望まない人や未診断の状態にある人が利用できる社会資源が少ない【発達障害者支援センター】文献21）
・長期在宅者の日中活動プログラムや、就労を希望する方に対する就労準備支援プログラムへのニーズが高いが、発達障害
の特性に配慮した支援プログラムやその受け皿はほとんどないのが実情である【発達障害者支援センター】文献14）
・就労移行支援事業所がたくさんできても実績があまり出ていなかったり、就労支援にあまり力を入れていなかったりす
るところもある【発達障害者支援センター】文献23） 等　〈9知見〉
２　顔の見える
　　　関係づくり
【ミクロネットワーク】
関連付け方針：連携に向けた関係づくりが阻まれている背景や状況を示す知見
―該当知見なしー
３　目的・方針の
共有
【ミクロネットワーク】
【メゾネットワーク】
関連付け方針：連携に向けたコンセンサスの形成が阻まれている背景や状況を示す知見
⑦ネットワーク内の各機関の専門性を踏まえた基本的な役割分担を整理する
・（発達障害者支援センターについて）実際の就職の動きになると当就業・生活支援センターか地域障害者職業センターに
振り分けてくる場合が多い　【障害者就業・生活支援センター】文献26） 等　〈3知見〉
４　協働支援の
準備
【ミクロネットワーク】
【メゾネットワーク】
関連付け方針：利用者のニーズに応える協働支援の準備（移行支援等）が阻まれている背景や状況を示す知見
⑧利用者を関係機関につなぐ際は、利用者のニーズに応える上で必要となる支援内容や支援機関について、
分かりやすく説明し同意を得る
・精神保健福祉手帳を取得された方の中には、医療機関から就職するための一つの手立てとして、就職するには有利であ
るというような誤った指針に基づいて取得に至った方もあり、就労相談の場面では「どの様に有利なのか？」という問
いかけをする方が少なくない【障害者就業・生活支援センター】文献29） 〈1知見〉
⑩利用者を関係機関につなぐ際は、新たな環境への適応の難しさや不安感に配慮し、利用者に必要なフォ
ローアップを行う
・就労支援機関やデイ・ケア等の利用まで進めることができても、継続できないことが多い（理由：「利用条件のハードル
が高い」「支援形態がグループワーク中心で、馴染めない」「一定時間を過ごす場として環境が雑然としており不安が高
まる」「強いものの言い方や一方的にきめつけるような態度など、スタッフや他の参加者のふるまい、言動が気になる。
不安や不信をいったん感じると容易に解消できない」など）【発達障害者支援センター】文献4） 〈1知見〉
５　柔軟な協働
支援
【ミクロネットワーク】
【メゾネットワーク】
関連付け方針：利用者のニーズに応える協働支援が阻まれている背景や状況を示す知見
⑪複数の機関が協働で支援を行う際は、利用者のニーズに応える支援の方針について対等・平等に話し合
い、合意形成する
・自分流の解釈で関わる支援者が多いと混乱ばかり起きてしまう（理由：環境や周囲の受け止め方によって、本人が大き
く影響を受けてしまうケースが多い。これから、いろいろな立場の人が関わる領域になってくるからこそ、共有化をし
ていく必要がある）　【発達障害者支援センター】文献23） 〈1知見〉
⑫複数の機関が協働で支援を行う際は、利用者のニーズに応じたケースバイケースの対応が可能となるよ
う役割分担を調整する
・（地域障害者職業センターとの連携について）職業評価後の支援のすみわけが不明確であり、具体的な連携には至ってい
ないため、今後検討が必要である　【発達障害者支援センター】文献6）
・地域障害者職業センターと就業・生活支援センターの業務は、仕事の範疇が似ているので、バッティングすることがある。
現在は、個別ケースの状況、かかわりに応じたものであり、ルールはない　【障害者就業・生活支援センター】文献26）
 等〈5知見〉
⑬複数の機関が協働で支援を行う際は、各機関で相互補完的な支援ができるよう、各機関での利用者の様
子や支援状況について情報共有する
・当事業所の利用登録をしていた発達障害者で、相談、支援をしているうちにハローワークが当事業所に連絡なく、配置
型のジョブコーチを使って就職させた　【障害者就業・生活支援センター】文献26） 〈1知見〉
６　地域体制の
強化
【マクロネットワーク】
関連付け方針：ネットワーク体制の強化が阻まれている背景や状況を示す知見
⑰ネットワークでの社会資源の開発に向け、地域の人材育成や支援のバックアップを行う
・当事者からも特性を分かってもらえないという悩みが聞こえ始め、支援者の育成は、喫緊の課題と言える（理由：事業
所数の増加に伴い、これまで他分野で働いていたが、初めて障害者の就労支援分野に就いた支援者の増加など）【地域障
害者職業センター】文献13） 〈1知見〉
⑱ネットワークのシステム構築を官民一体となり柔軟に取り組む
・今のところ、連携は情報を共有するのみである。遠方にあって身近にないため、具体的に一緒に動くような連携は難し
い【障害者就業・生活支援センター】文献23）
・発達障害の総合相談窓口として機能するために、4名の専任スタッフで広範囲のエリアをカバーするにはマンパワーの絶対
的な不足は否めない　【発達障害者支援センター】文献16） 等〈5知見〉
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考までに、項目⑱の連携上の課題を見たところ、「労働
行政と福祉行政の一体的取り組みが必要である」「マン
パワーの不足・県域遠隔地への支援が難しい」等が把
握された。また、事例報告としては、「今のところ、連
携は情報を共有するのみである。遠方にあって身近に
ないため、具体的に一緒に動くような連携は難しい」「４
名の専任スタッフで広範囲のエリアをカバーするには
マンパワーの絶対的な不足は否めない」等の課題が把
握された。
４．考察
（１）ネットワークの構築・維持に関する
要件
ネットワークの構築・維持に関する要件として、６
類型18要件を抽出した。このうち、６類型は、連携の
ニーズの認識を契機として、顔の見える関係づくりの
上で、連携に向けた目的・方針を共有し、協働支援を
進め、地域の支援体制の充実を図っていく、という支
援のプロセスを踏まえたものになっていることが窺え
る。朝日（2016）は、障害者の就労支援では、時系列
に基づく支援のプロセスが重要な意味を持ち、連続す
る課題に適応する連携が重要であると述べている。ネッ
トワークの構築・維持に際しても、このような支援の「連
続性」に配慮することが重要となることが見出される。
（２）発達障害者の就労支援における機関
連携の課題
上記18要件のうち、発達障害者の就労支援における
連携上の課題が最も多く関連付けられたのは、項目②
「利用者のニーズに合った支援機関を的確に選定する」
であった。なお、次いで多く関連付けられたのは、項
目⑱「ネットワークのシステム構築を官民一体となり
柔軟に取り組む」であった。
このことから、現場では、発達障害者の就労支援ネッ
トワークの構築過程にある中、利用者のニーズに合った
社会資源が不足している状況が認識されやすい状況に
あることが推定される。松田（2013）は、ある発達障
害者支援センターの状況として、支援ネットワークの構
築は不可欠であるものの、それ以前の課題として、“ク
ライアントへの障害受容や家族の障害理解に関すること
など、センターが中心となり果たしていかなければなら
ない課題も多い”ことを指摘する。また、鈴木・古屋
（2011）は、地域障害者障害者職業センターでの取組を
踏まえ、“職業評価のような、「体験と第三者からのフィー
ドバックを受ける機会」を通じて、自身の障害特性は何
か、職務遂行上どのような影響を与えるか、他者の意
図や物事のとらえ方に関して行き違いがないかなどを
明確にすること”“その結果を踏まえて、今後どのよう
な取組をしていけばよいかを検討すること”の重要性
を指摘する。このように、発達障害者の就労支援に際
しては、自分の障害特性に向き合う機会、自分に合っ
た対処方略や環境について理解する機会を提供するこ
とが重要であり、それゆえに、支援の専門性が求めら
れることとなる。このような支援を提供できる機関が
限られていることが、発達障害者の就労支援ネットワー
ク構築の始まりとなる、項目②「利用者のニ ズーに合っ
た支援機関を的確に選定する」上での障壁となってい
ることが懸念される。このような中、今後は、発達障
害者の就労支援ネットワークの構築にあたり、項目⑱「ネッ
トワークのシステム構築を官民一体となり柔軟に取り組
む」こと、その上で、項目⑯「ネットワークで各機関が
必要な役割を果たせるよう、専門性の向上に努める」
こと、項目⑰「ネットワークでの社会資源の開発に向け、
地域の人材育成や支援のバックアップを行う」ことが重
要になると考えられる。これにより、地域におけるマン
パワー不足、遠隔地への対応困難に関する課題の解消を
図るとともに、利用者のニ ズーに合った支援機関の増加
を図ることが必要である。
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５．研究のまとめ
（１）成果
本研究の目的は、①障害者の就労支援ネットワーク
の構築・維持の要件及び、②発達障害者の就労支援ネッ
トワークを構成する機関間の連携上の課題について整
理した上で、機関連携の課題を障害者の就労支援ネッ
トワークの構築・維持の観点から考察することであった。
研究の結果、ネットワークの構築・維持に関する要
件として、６類型18要件を抽出した。そのうち、機関
連携の課題が最も多く関連付けられたのは、項目②「利
用者のニーズに合った支援機関を的確に選定する」で
あり、発達障害のある人のニーズに合った社会資源が
不足している状況が認識されやすい状況にあることが
示唆された。
本研究の一つ目の成果は、障害者の就労支援ネット
ワークの構築・維持に関する要件を、既存の文献を網
羅し整理した上で、簡潔な形で示したことである。こ
れにより、今後、ネットワークを構築していく上での
ポイントを、関係機関の支援者間で共有するための資
料として役立つことが期待される。
二つ目の成果は、上記要件を枠組みとして、発達障
害者の就労支援に際しての連携上の課題を整理したこ
とである。これにより、今後、ネットワークを構築し
ていく上での具体的な課題について、関係機関の支援
者間で共有するための資料として役立つことが期待さ
れる。
（２）課題
本研究の結果は、これまでに公表された、限られた
文献から得たものである。特に、連携上の課題につい
ては、３機関から得た知見数に偏りがあるほか、今日
的な課題を網羅できていないことも懸念される。
よって、今後は、支援者が認識している連携上の課
題について、新たに広く調査することが必要と考える。
また、調査にあたっては、対象機関数を増やす、対象
機関から同一の手続きで回答を得るなどの点に留意が
必要である。これにより、本研究の内容の検証作業を
行うことが望ましい。
（３）展望
本研究にて取りまとめた、障害者の就労支援ネット
ワークの構築・維持要件（６類型18要件）は、今後、
地域の就労支援ネットワークの構築・維持状況を把握
するための「チェックリスト」として活用できる可能
性がある。ただし、そのためには、使用に際してのユー
ザビリティを確認することが必要である。また、各類
型の抽出も、因子分析等の統計手法を活用し、使用者
の意識構造に基づき行われることが望ましい。
その上で、抽出された要件を枠組みとし、連携上の
課題のほか、工夫や留意事項について整理していくこ
とが有効であると考える。例えば、項目②「利用者のニー
ズに合った支援機関を的確に選定する」ことに関して
は、次のような意見が参考となる。
“家庭以外の居場所づくり、生活習慣の確立、家族以
外との対人関係をもつ場として、地域活動支援センター
の果たす役割は大きい。＜中略＞ 地域活動支援センター
から、就労に向けてのステップアップとして就労移行
支援が重要なサービスの選択肢となっている” 【発達障
害者支援センター】（田熊・与那嶺，2012）
“ケースによっては、発達障害の特性に起因した課題
というより貧困や本人を取り巻く人々の問題、家族や
生活環境そのものに課題が見られる事例もあり、相談
が複雑化、多様化する中で、支援センターの役割とし
て関わるものと他の機関で対応してもらった方がよい
ものを見極めて、自分たちの守備範囲を明確にしてお
くことが必要になってきていると感じる” 【発達障害者
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支援センター】（西村，2015）
今後、このような知見を共有し、効果的な役割分担
の在り方を考えていくことができれば、就労分野と福
祉分野等との連携に役立ち、ネットワークの構築・維
持の促進につながることが期待される。
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